
利用規約 

FISC 対応 APN コンソーシアム（以下「本コンソーシアム」といいます。）を構成するメンバ

ーは、その合意により、「『AWS FISC 安全対策基準対応リファレンス』参考文書（以下「本参

考文書」といいます。）」に関する利用規約（以下「本規約」といいます。）を制定します。 

本規約は、本参考文書を利用する全ての方に適用されますので、あらかじめ同意のうえ、本参

考文書をご利用ください。本規約に同意いただくことにより、当社と利用者との間で、利用許諾

契約（以下「本契約」といいます。）が成立します。 

なお、本参考文書の電子ファイルをダウンロードし、又は本参考文書の利用を開始した場合に

は、本規約に同意したものとみなされます。 

（目的） 

第１条 本規約は、本コンソーシアムによって制作された本参考文書の利用許諾条件について

定めることで、Amazon Web Services, Inc.（以下「AWS」といいます。）によって公表

された「AWS FISC 安全対策基準対応リファレンスガイド」の利活用を支援することを目

的とします。 

（利用許諾の範囲） 

第２条 利用者は、本参考文書を日本国内において非独占的に自己利用することができ、自己

利用のために必要な範囲内で、複製及び翻案することができます。 

（禁止事項） 

第３条 利用者は、次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないものとします。 

① 第三者に対し、本参考文書（複製又は翻案したものを含み、以下同じとします。）を

譲渡すること。

② 第三者に対し、本参考文書の利用権を譲渡すること。

③ 第三者に対し、本参考文書を貸与し、利用させ、又はインターネット上にアップロー

ドするなどして利用可能な状況に置くこと。

④ 本参考文書に付された著作権表示を削除すること。

（知的財産権） 

第４条 本参考文書の知的財産権（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定するものを含み、知的

財産権を受ける権利も含みます。以下同じとします。）は、本コンソーシアム及びその

メンバーに帰属し、利用者には移転しないものとします。

（保証及び責任） 

第５条 本コンソーシアム及びそのメンバーは、本参考文書について、「AWS FISC 安全対策基

準対応リファレンスガイド」及び法令等に準拠していること、瑕疵がないこと、第三者

の権利を侵害しないこと並びに利用者の要求水準以上のものであることを一切保証しな

いものとし、利用者に生じたいかなる損害に対しても、何らの責任も負わないものとし

ます。 

２ 利用者は、本コンソーシアム若しくはそのメンバー又は AWS に対し、本参考文書に関す

る何らの責任も追及しないものとします。 



３ 利用者が本規約のいずれかの規定に違反した場合において、本コンソーシアム又はそのメン

バーに損害を与えた場合には、当社は、利用者に対し、その損害の賠償を請求することがで

きるものとします。 

 

（契約期間） 

第６条 本契約の有効期間は、利用者が本規約に同意した日から 1年間とします。ただし、当

該有効期間の満了の日の 1か月前までに利用者から書面による意思表示がない限り、当

該有効期間は、同一の条件によりさらに 1年間継続するものとし、その後も同様としま

す。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事情があるときは、当社は、本契約を終了す

ることができるものとします。 

３ 本参考文書の利用期間は、前二項の有効期間に従うものとします。 

 

（反社会的勢力との取引等の排除） 

第７条 利用者は、現在、反社会的勢力に該当しないこと、反社会的勢力と密接な交友関係に

ないこと、及び反社会的勢力と同視し得る行為をしないことを表明し、かつ将来にわた

って確約します。 

 

（解除） 

第８条 当社は、利用者が前条の規定に違反したとき、本規約のいずれかの規定に違反した場合

において相当な期間を定めて催告したにもかかわらず是正しないとき、倒産手続を開始し

たとき、その他本契約を継続しがたい重大な事由が発生したときは、何らの催告なしに直

ちに本契約の全部又は一部を解除することができます。 

 

（本契約の終了の効果等） 

第９条 本契約が終了した後も、第３条から第５条まで、本条から第 12 条までの規定は、なお

その効力を有するものとします。 

２ 利用者は、本契約が終了した場合には、遅滞なく本参考文書の全てを廃棄又は消去す

るものとします。やむを得ない事情により、廃棄又は消去することができない場合に

は、利用者は、当社にその旨を通知し、廃棄又は消去しないことについて、同意を得る

ものとします。 

 

（本規約の改正） 

第 10 条 本コンソーシアムを構成するメンバーは、その合意により、本規約を改正することが

できます。この場合において、本規約を改正する旨、改正後の本規約の内容及びその施

行日を、あらかじめメンバー所定のウェブサイトに掲示し、又は利用者に対し電子メー

ルにより送信するものとします。 

２ 改正後の本規約の施行日以降に利用者が本参考文書を利用したときは、当該利用者

は、本規約の改正に同意したものとみなされます。 

 

（合意管轄） 

第 11 条 本規約又は本契約に関し、訴訟等の法的手続の必要が生じた場合には、東京地方裁判

所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

  



（準拠法） 

第 12 条 本規約及び本契約の成立、効力、履行及び解釈については日本国法に準拠するものと

します。 

 

 

附則 

 

本規約は、2022 年 2 月 14 日から施行します。 
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